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■ 1 ．イラン軍事衝突で減産を
迫られる中東産油国

　2026年 2 月末、米国とイスラエルはイラン
を攻撃した。これに対する報復として、イラ
ンはイスラエルや米軍が駐留する周辺の湾岸
諸国を攻撃したほか、石油輸送の要衝である
ホルムズ海峡を「事実上の封鎖」状態とした。
4 月上旬には、パキスタンの仲介によって、
米国とイランの間で戦闘終結に向けた交渉が
開始された。もっとも、イランの港湾を出入
りする船舶のホルムズ海峡通航を阻止するた

めに、米国は同海峡を「逆封鎖」した。 6 月
中旬には、米国・イランの間で戦闘終結に向
けた覚書が結ばれたものの、イスラエルによ
るレバノンの親イラン組織ヒズボラへの攻撃
などを受けて、イランがホルムズ海峡を「再
封鎖」すると宣言しており、先行きは不透明
な状況である。実際、 6 月末時点で中東産石
油の輸送制約は解消していない（図表 1 ）。
　ホルムズ海峡の封鎖とイランからの攻撃に
よる石油関連インフラの損傷を受けて、中東
各国は石油を減産している。国際エネルギー
機関（IEA）の推計によると、中東における
石油生産量は、軍事紛争前の2025年10～12月
期に比べて足元で日量1,340万バレル減少し
た（図表 2 ）。

■ 2 ．低下するOPECプラスの
影響力

　イランでの軍事衝突を受けて、原油市場に
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おけるOPECプラスの影響力が低下してい
る。OPECプラスとは、中東産油国を中心と
する石油輸出国機構（OPEC）に、ロシアな
どの旧ソ連圏やアフリカの産油国が加わり、
協調して生産調整を行う枠組みである。世界

の石油生産に占めるOPECプラスのシェア
は、発足当初には 5 割を上回っていたもの
の、足元では中東産油国の減産を映じて 4 割
前後まで低下している（図表 3 ）。
　先行きも、原油市場におけるOPECプラス

（図表 1）ホルムズ海峡を通航するタンカーの数（入着ベース）

（図表 2）世界の石油生産量の変化

（資料）IMF PortWatchを基に日本総研作成

（資料）国際エネルギー機関（IEA）を基に日本総研作成
（注）26年 4 ～ 6 月期（Q2）については、IEAによる 5 月時点

の予測。
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の影響力が大きく回復する可能性は低く、
OPECプラスの市場シェアはこのまま低調に
推移すると予想される。その背景として、⑴
中東産油国の生産復元に時間を要すること、
⑵UAEがOPECプラスを離脱したこと、⑶ロ
シアの石油生産が制約されること、の 3 点が
挙げられる。

⑴　中東産油国の生産復元は早くても
来年半ば

　イラン情勢の先行きに関して、筆者は 3 つ
のシナリオを想定している。 7 月末までに現
状の交渉がまとまり、紛争が終結するという
楽観的なシナリオ（メインシナリオ）を想定
した場合でも、中東の石油生産が軍事衝突前
の水準を回復するのは2027年 4 ～ 6 月期にな

る見通しである（図表 4 ）。ホルムズ海峡経
由の海上輸送が完全に正常化し、損傷した石
油インフラが修理されて石油生産が元の水準
に回復するまでには、紛争が終結してから短
くても半年以上の時間を要するためである。
サウジアラビアやイラク、クウェートなどの
産油国で増産ペースが緩やかにとどまるた
め、OPECプラスの市場シェア回復も緩慢に
とどまる公算が大きい。
　さらに、米国とイランの交渉が難航し、紛
争の終結時期が2026年末まで後ずれするサブ
シナリオでは、中東の石油生産量が2028年入
り後も軍事衝突前の水準を回復せず、OPEC
プラスの市場シェアは一段と下振れることに
なる。また、米国とイランが本格的に戦闘を
再開する最悪シナリオでは、イランがホルム

（図表 3）世界の石油生産に占めるOPECプラスのシェア

（資料）EIAを基に日本総研作成
（注）OPECプラスのデータは26年 4 月時点の構成国（生産調整

対象外含む）。
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ズ海峡を迂回するルート（サウジアラビアの
紅海ルートなど）を攻撃する一方、米国・イ
スラエルがイランの石油生産設備を破壊する
ことで、日量1,000万バレル程度の追加減産
が生じるリスクがある。この場合、OPECプ
ラスの市場シェアは30％台前半まで低下する
と試算される。

⑵　UAEの離脱が招く生産量の減少
　アラブ首長国連邦（UAE）が 5 月にOPEC
プラスを離脱したことも、同枠組みの影響力
を削ぐとみられる。UAEの離脱は、OPECプ
ラスの市場シェアを 3 ％ポイント押し下げる
インパクトがある（前掲図表 3 ）。加えて、
サウジアラビアに次ぐ余剰生産能力（比較的
早期に石油を増産できる能力）を有する

UAEは、イ ラ ン で の 紛 争 が 終 結 す れ ば、
2027年にかけて急ピッチな増産を行う方針を
掲げている。OPECプラス非加盟国となった
UAEの増産は、OPECプラスの市場シェアを
奪うことになる。
　UAEがOPECプラスから離脱した背景に
は、次の 2 点がある。第 1 に、サウジアラビ
アに対する不満である。イランで軍事衝突が
生じる前から、UAEは自国の増産余地が制
約されることに不満を抱いており、サウジア
ラビア主導の生産調整に消極的であった。加
えて、紛争後もサウジアラビアがOPECプラ
スの結束を重視したことで、UAEの不満が
一段と強まったとみられる。
　第 2 に、イランに対する不満である。ホル
ムズ海峡の封鎖を受けて、石油輸送が困難に

（図表 4）世界の石油生産量の見通し（シナリオ別）

（資料）栂野［2026］を基に日本総研作成
（注）26年 4 ～ 6 月期（Q2）については、IEAによる 5 月時点の予測。 7 ～ 9 月期以降の値は、日本総

研のシナリオ別予測。
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なったことで、UAEの石油生産量は大幅に
減少している。イランが同海峡の迂回ルート
であるフジャイラ港を攻撃したことも、
UAEの石油生産を下押ししている。さらに、
自国に減産を迫るイランがOPECプラスの生
産調整の対象外であることが、UAEの不満
を一層強めている。
　先行き、生産調整に不満を抱く国が、UAE
に続いてOPECプラスを離脱する恐れもあ
る。生産調整を巡る対立の火種として、①減
産を迫られる湾岸産油国とその他の地域（ア
フリカ、旧ソ連圏など）、②生産調整対象国
と非対象国（イラン、リビア、ベネズエラな
ど）、③ホルムズ海峡を迂回するルートを持
つ国（サウジアラビア、イラク）と持たざる
国、④イラン友好国と非友好国などがある

（図表 5 ）。OPECプラスを離脱する国が相次

げば、市場シェア低下に拍車がかかることに
なる。

⑶　ロシアの石油生産にも期待できず
　中東の石油生産が制約されるなか、OPEC
プラス最大の産油国となったロシアへの期待
が高まっている。実際、中東産石油の調達難
に見舞われているアジア諸国のなかには、ロ
シアからの代替調達を増やす方針を掲げる国
も多い。中国やインドは、ロシアとウクライ
ナの紛争の開始以来、ロシア産石油の調達を
増やしてきたが、今後一段と増やす可能性が
ある。韓国も、石油不足を防ぐためにロシア
産石油の輸入再開を検討している。インドネ
シアのプラボウォ大統領はすでにロシアを訪
問して石油製品の供給を要請した。わが国で
も、一部の石油元売り企業がロシアからの輸

（図表 5）OPECプラス構成国の原油生産量

（資料）IEAを基に日本総研作成
（注）生産量が日量100万バレルを超える国を図示。 

*はOPECプラスの生産調整や協定遵守の対象外である国。
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入を再開している。
　もっとも、ロシアの石油生産を制約する要
因は数多く、OPECプラスの市場シェアを本
格的に回復させるほどの増産は期待できな
い。短期的には、ウクライナがロシアの製油
所などの石油関連インフラに対する攻撃を強
めており、生産が下振れしやすくなってい
る。中長期的には、欧米系の外資が現地事業
から撤退したことで、ロシアは増産能力を喪
失する見込みである。このことはロシア政府
自身も認めており、政府が2025年に公表した

「2050年までのロシア連邦エネルギー戦略」
では、外資がロシアからの撤退や新規投資の
停止を決定したことで、西側諸国の先進的な
掘削技術を活用できなくなり、ロシアの石油
輸出量が2050年にかけて徐々に減少するとい
う見通し（ストレス・シナリオ）が示されて

いる（図表 6 ）。同戦略では、仮に西側諸国
の制裁がすべて緩和される楽観的なシナリオ

（目標シナリオ）においても、ロシアの石油
輸出量は現状から横ばいにとどまり、中長期
的な増産の難しさが伺える。

■ 3 ．影響力増す西半球の生産
動向

　OPECプラスが市場シェアを低下させる一
方、南北アメリカ大陸（西半球）に位置する
産油国の影響力が高まっている。米エネルギ
ー情報局（EIA）によると、2010年代から足
元にかけて、西半球の石油生産が世界全体に
占 め る シ ェ ア は 4 割 強 に 上 昇 し て お り、
OPECプラスを上回っている（図表 7 ）。北
米では、シェール革命を受けて米国の生産量

（図表 6）ロシア政府による石油輸出量の見通し

（資料）岡垣［2025］を基に日本総研作成
（注）「ストレス・シナリオ」は、西側諸国による対ロシア制裁

が増加する場合。
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が2010年対比で2.4倍に増えたほか、カナダ
も同1.8倍に増加した。中南米でも、ブラジ
ルの生産量が同1.7倍に増えたことに加え、
ガイアナが足元にかけて急ピッチな増産を行
っている。
　先行きも、西半球が世界の石油生産をけん
引する見通しである。具体的には、米国・カ
ナダ・ブラジル・ガイアナの生産動向が注目
される（図表 8 ）。

⑴　米国が増産を主導
　世界最大の産油国である米国では、2027年
末にかけて石油生産量が日量+160万バレル
増加する見通しである。背景として、原油高
を反映して米シェール企業の採算が改善して
いるほか、石油製品価格の高騰を受けて製油
所における精製活動が活発化すると見込まれ

ることが挙げられる。米国の石油企業が増産
投資を決定してから、新規掘削を行い、油井
に仕上げを施して、実際に原油を産出するま
でには少なくとも半年以上の期間が必要とさ
れるため、足元の価格高騰による原油の増産
効果が発現するのは今秋以降となる見通しで
ある。したがって、当面の石油生産は、実質
的な在庫とみなされるDUC（掘削済みだが
仕上げが済んでいない油井）の取り崩しや、
原油から精製される石油製品の生産増加が下
支えすると見込まれる。

⑵　カナダの生産は緩やかに増加
　世界第 4 位の産油国であるカナダの石油生
産も、2027年末にかけて日量＋20万バレル増
加する見通しである。自由党のカーニー現政
権が、気候変動対策を重視しつつも、化石燃

（図表 7）各地域の石油生産量

（資料）Energy Instituteを基に日本総研作成
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料の開発や輸送に関するインフラ整備の許認
可を迅速化することで、石油掘削を促進する
ことが一因である。同政権は、2025年の米国
による関税引き上げを契機に、米国以外の販
路拡大を目指しており、増産された石油はア
ジア向けに輸出される可能性がある。高木

［2025］は、2024年にパイプラインの輸送能
力が増強されたことで、太平洋側から中国へ
の石油輸出がすでに増加しているが、さらな
る設備投資が行われれば、輸送能力は追加で
日量+30万バレル増強されることが可能であ
ると指摘している。

⑶　南米では、ブラジルの生産が拡大
　世界第 7 位の産油国であるブラジルの石油
生産も増加するとみられる。EIAの予測では、
ブラジルは2027年末にかけて日量＋70万バレ

ル増産する見通しである。ブラジルでは、プ
レソルト（リオデジャネイロ沖からサンパウ
ロ沖にかけて海底に広がる地質構造）からの
石油が生産量全体の 8 割を占めるが、2025年
にプレソルトで大規模な油田（ブーメランゲ
鉱区）が発見されたことで生産量が増加する
とみられている。加えて、ブラジルのルラ大
統領が、気候変動対策と同時に、化石燃料の
探鉱・開発も重視している点も生産を後押し
する（舩木［2025］）。なお、ブラジルは2025
年 にOPECプ ラ ス 協 力 憲 章（Charter of 
Cooperation: CoC）に参加したものの、生産
調整の義務が課される立場にはないため、一
般的には、OPECプラス非加盟国とみなされ
る。

（図表 8）西半球の主要産油国の石油生産見通し

（資料）EIAを基に日本総研作成
（注）EIAによる 5 月時点の推計値。
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⑷　ガイアナの生産量は急増
　南米の小国であるガイアナでは、石油生産
量が近年急速に増加している。EIAの予測で
は、2027年末にかけて日量＋30万バレルの生
産増が見込まれている。これは、米国・ブラ
ジルに次ぐ規模であり、カナダの増産幅を上
回っている。こうした増産の背景には、米国
の石油会社であるエクソンモービルが、ガイ
アナ沖合のスタブローク鉱区で石油開発を積
極化させていることがある。加えて、2026年
1 月に、米国がガイアナの西隣にあるベネズ
エラを攻撃し、マドゥロ前政権を退陣させた
こともガイアナの石油生産を安定化させる要
因となる。マドゥロ前政権は、ガイアナで油
田が発見されたことを契機に、同国の一部領
土の割譲を要求するなど、強硬的な姿勢を示
してきた。足元では、米国の影響下にあるロ

ドリゲス政権が発足し、こうした動きが沈静
化したことで、ガイアナでの石油開発を巡る
不確実性がある程度和らいでいる。

■ 4 ．わが国に求められる対応

　本稿で述べた原油市場の構造変化は、海外
からの原油調達に依存せざるを得ないわが国
経済に大きな影響を及ぼす。わが国の2025年
の原油輸入実績をみると、OPECプラスから
の調達が 9 割以上を占めている。
　足元では、わが国政府は、ホルムズ海峡の
封鎖によって中東産石油の調達が制約される
なか、石油備蓄を放出することで、石油不足
に陥る事態を回避している。代替調達も進展
しているものの、調達元の半分以上は中東で
あり、米国とイランが戦闘を再開すれば、調

（図表 9）わが国の原油代替調達の動向

（資料）内閣官房を基に日本総研作成
（注） 6 月11日時点。詳細な国名・ルートは、安全対策上の理

由などから非公表。



資本市場　2026．7（No. 491）月
刊 51

達が再び困難化するリスクがある（図表 9 ）。
　こうした状況を踏まえると、わが国政府に
は、中東以外からの代替調達を引き続き進め
ていくことが求められる。世界の石油生産を
今後もけん引する米国が、最も有力な供給源
である。 3 月中旬に開催された日米首脳会談
では、高市首相が米国からの原油輸入を拡大
するほか、日米間の共同備蓄を強化する方針
を表明している。こうした方針の方向性は望
ましいといえる。
　もっとも、米国以外の国からの輸入を拡大
し、石油調達先を多角化させることも重要で
ある。たとえば、米国では、2028年以降の大
統領選挙で政権交代が生じる場合、気候変動
対策を重視する民主党の大統領が、化石燃料
の掘削や輸出に対する規制を強化する可能性
がある。一方、同じ西半球でも、カナダやブ
ラジルの現政権は、気候変動対策を重視する
左派的な支持基盤に依拠しながらも、化石燃
料の活用を重視する現実的な路線であり、米
国に比べて、政策が急転換するリスクが小さ
い。これを踏まえると両国からの調達拡充を
検討する余地がある。調達先の多角化を進め
る際には、国・地域によって産出される油種
が異なることを踏まえ、外交交渉や現地の権
益確保だけでなく、国内製油所の設備に対す
る追加投資の支援を行うことも必要となる。
　わが国には、OPECプラスの影響力が低下
する一方、西半球のプレゼンスが高まってい
るという原油市場の構造変化を踏まえた調達
戦略の構築が求められている。米国・イラン

の紛争が早期に終結したとしても、中東が今
後も地政学的リスクを抱えた地域であること
に変わりはない。中東発の供給ショックに対
する耐性を高め、わが国のエネルギー安全保
障を中長期的な視野で強化していくことが求
められる。
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